



経済研究所 / Institute of Developing




























では，これに相当する重要決定である胡政権の第 16 期中央委員会第 3 回全体






























胡政権の「16･3 決定」（2003 年 10 月）「社会主義市場経済体制整備の若干の
問題に関する党中央の決定」（２）は，大項目 12，小項目 42 であった（表２−２）。
改めて両者を読み比べると，今次決定のほうが分量が大きく増加しているだ
けでなく，「改革全面深化































































































































































































































































第 2 は，国有企業の経営改革である。「18･3 決定」で「混合所有制」への改







第 3 は，価格改革である。「18･3 決定」では，水，石油，天然ガス，電力，
交通など政府が直接に価格を決定していた領域を市場競争に委ねることが謳
われていたが，その先陣を切って 2014 年 3 月に鉄道部改革で鉄道貨物運賃の，
2014 年 5 月に通信料金の自由化がそれぞれ決定された。
第 4 は，国有企業の収益の公共財政への納付率を上げることである。「18･3
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いては，前倒しで 2014 年度中に納付率を 25%に引き上げることとなった（2014
年 5 月）。
じつは「16･3 決定」においても，上記第 1 の措置については「混合所有制
経済」の発展や「独占業種の改革」として盛り込まれていたが，具体的進展は
みられなかった。また，それと連動する第 2，第 3 の措置への言及もなかった。
????????????????????????????????????????????????????????????????







































































































からの自由化要求が再び高まったことなどから 2010 年 6 月から変動制が再開
している。直近では，「18･3 決定」が「人民元為替レートの市場化形成メカニ


































































































































































































概念を前提としつつ，World Bank and Development Research Center of the 
















































（出所） World Bank and Development Research Center of the State Council, the People’s 






















じくしている。World Bank and Development Research Center of the State 



























の設置を決め，それぞれ 2013 年 12 月，2014 年 1 月に，さらに（3）「中央ネッ






































⑹　「央企混合制改革名単下周或公布　中糧等為重点対象」（2014 年 7 月 10 日，http://
news.xinhuanet.com/fortune/2014-07/10/c_126733794.htm）。
⑺　2014 年 11 月には預金保護制度の原案に当たる「預金保険条例」草案が公表され，関
係方面の意見を聴取する手続きが実施された。これらをふまえ 2015 年 3 月 31 日に「預
金保険条例」が公布され，同 5 月 1 日から施行される。
⑻　米中間の貿易不均衡をきっかけとして 2 国間の経済・貿易関係に関する閣僚レベルの










500 億ドルで 2015 年中に発足見込み。
⑿　経済発展過程においては，農業部門など非製造業部門から製造業部門への労働力移転
が発生し工業化を支えるが，前者での余剰労働力が枯渇し，製造業部門の労働力が増加
できなくなる段階（いわゆる「ルイス転換点」の到来）を指す。
⒀　発展途上国が，先進国の開発した技術や経験を早い時期から利用できるためもつとさ
れる優位点を指す。
⒁　同報告が北京でプレスリリースされた際，その記者会見会場に「報告に反対する学者」
を自称する人間が乱入したことは象徴的である。
